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1. 2021年12月期第2四半期の連結業績（2021年1月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年12月期第2四半期 275,149 4.8 20,586 56.7 21,520 29.2 15,056 51.1

2020年12月期第2四半期 262,593 △13.3 13,140 △2.1 16,653 16.1 9,963 5.6

（注）包括利益 2021年12月期第2四半期　　15,559百万円 （44.6％） 2020年12月期第2四半期　　10,762百万円 （△11.1％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2021年12月期第2四半期 116.11 116.10

2020年12月期第2四半期 76.84 76.83

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年12月期第2四半期 507,569 356,487 70.1 2,743.84

2020年12月期 506,604 346,114 68.2 2,664.20

（参考）自己資本 2021年12月期第2四半期 355,809百万円 2020年12月期 345,458百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年12月期 ― 20.00 ― 40.00 60.00

2021年12月期 ― 30.00

2021年12月期（予想） ― 30.00 60.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

3. 2021年12月期の連結業績予想（2021年 1月 1日～2021年12月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 567,000 4.0 35,000 11.8 35,800 1.6 24,200 10.0 186.62

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、【添付資料】Ｐ．10「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有
の会計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2021年12月期2Q 131,079,972 株 2020年12月期 131,079,972 株

② 期末自己株式数 2021年12月期2Q 1,404,251 株 2020年12月期 1,412,822 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年12月期2Q 129,671,398 株 2020年12月期2Q 129,666,993 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想は本資料の発表日時点において入手可能な情報に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また実際の業績はさま
ざまな要因により記載の予想数値と異なる可能性があります。上記の業績予想に関する事項は、【添付資料】Ｐ．4「１．当四半期決算に関する定性的情報　（２）
連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、依然として

厳しい状況にあります。個人消費は、緊急事態宣言の再発令やまん延防止等重点措置を受けた外出自粛等の影響に

より、旅行や外食を中心に低調な状況が続いています。企業の設備投資については、海外経済の改善等もあり、金

融業や製造業のIT投資等で改善の動きが見られます。

このような経済環境のもと、当社グループはレンズ交換式デジタルカメラや主要なビジネス機器の市場改善の影

響による販売拡大や、テレワーク需要の拡大に合わせて、関連する製品やサービスの売上を増加させたこと等によ

り、売上高は2,751億49百万円（前年同期比4.8％増）となりました。

　利益につきましては、売上の増加に伴い、売上総利益が増加したことにより、営業利益は205億86百万円（前年同

期比56.7％増）、経常利益は215億20百万円（前年同期比29.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、150

億56百万円（前年同期比51.1％増）となりました。

各報告セグメントの業績は以下のとおりです。増減に関する記載は、前年同期との比較に基づいています。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、当第２四半期連結累計期間の比

較・分析は、変更後の区分に基づいております。

コンスーマ

レンズ交換式デジタルカメラは、前年同期に新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い需要が大きく落ち込んでい

た反動に加え、前期に発売した高単価なミラーレスカメラや交換レンズ等が好調に推移し、売上は大幅に増加しま

した。

家庭用インクジェットプリンターは、在宅勤務の需要の伸びに伴い前期末の市中在庫が低い水準となっていたこ

とから、年初に販売店向けの出荷が増加しました。また、在宅勤務の需要が継続し、高付加価値製品を中心に好調

に推移しました。特大容量タンク「GIGA TANK」を搭載した製品等も好調に推移し、インクジェットプリンター全体

の売上は大幅に増加しました。一方、インクカートリッジについては、カラープリントの減少等による市場の縮小

に伴い減少しました。

ITプロダクトは、引き続き在宅勤務によりPCの周辺機器が増加したことや、ゲーミングPCの販売の伸びにより、

売上は大幅に増加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は612億30百万円（前年同期比21.9％増）となりました。セグメント利益に

つきましては、66億84百万円（前年同期比229.3％増）となりました。

エンタープライズ

当セグメントは、以前から担当していた大手企業に加えて、2021年１月にエリアセグメントから準大手・中堅向

けのビジネスを移管し、大手、準大手・中堅企業向けの営業活動を行っております。

主要ビジネス機器につきましては、引き続き大手企業のオフィス機器への設備投資が抑制傾向にあること等によ

り、レーザープリンターの売上は減少しましたが、オフィスMFPは前年同期の減少が大きかった反動により、売上は

増加しました。また、オフィスMFPの保守サービスについては、引き続き大手企業のテレワークが拡大し、オフィス

におけるプリントボリュームが減少したことにより、売上は減少しました。レーザープリンターカートリッジは、

金融業を中心に販売が増加しており、売上は増加しました。

ITソリューションにつきましては、金融業向けのSI案件や文教向けのオンライン化ニーズに対応した案件、デー

タセンター２号棟やセキュリティ案件が順調に推移したこと等により、売上は増加しました。
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これらの結果、当セグメントの売上高は918億89百万円（前年同期比1.1％減）となりました。セグメント利益に

つきましては、高付加価値なサービスの拡大による売上総利益の増加や、販管費の削減に努めたことにより62億44

百万円（前年同期比14.7％増）となりました。

エリア

主要ビジネス機器につきましては、前年同期に新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けていた反動により、

オフィスMFP、レーザープリンターの売上は増加しました。また、オフィスMFPの保守サービス、レーザープリンタ

ーカートリッジにつきましても、大都市圏を中心にテレワークは拡大しているものの、前年同期の減少が大きかっ

た反動により、売上は増加しました。

ITソリューションにつきましては、テレワーク環境の構築需要が継続しており、IT支援クラウドサービス

「HOME」やウイルス対策ソフト「ESET」等のセキュリティの売上が増加しました。また、お客さまのIT機器等の保

守や運用サービスの獲得に引き続き注力し、受注件数を伸ばしたことや、ネットワークカメラの案件が拡大したこ

と等により、ITソリューション全体の売上は増加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は1,162億15百万円（前年同期比4.5％増）となりました。セグメント利益

につきましては、73億14百万円（前年同期比55.0％増）となりました。

プロフェッショナル

（プロダクションプリンティング）

プロダクションプリンティング事業では、主に印刷業向けに、高速連帳プリンター及び高速カット紙プリンター

等を提供しています。また、小売業向けにPOP制作関連のビジネスも提供しています。当第２四半期連結累計期間

は、プリントボリューム低下等に伴う消耗品販売の減少に加え、モノクロ連帳プリンター本体が減少し、売上は減

少しました。

（産業機器）

産業機器事業では、主に半導体メーカー向けに製造関連装置、検査計測装置等を提供しております。当第２四半

期連結累計期間は、検査計測装置や半導体製造関連装置の保守サービスが増加し、売上は増加しました。

（ヘルスケア）

ヘルスケア事業では、主に病院や診療所向けに電子カルテを中心としたシステム開発や基盤構築を提供するとと

もに、調剤薬局向けにレセコン等を提供しております。当第２四半期連結累計期間は、前年同期にあった病院向け

の電子カルテ及び医療IT基盤の構築等にかかる複数の大型案件の剥落により減少したことや、調剤薬局向けや診療

所向けの案件数が減少したこと等により、売上は減少しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は161億43百万円（前年同期比5.5％減）となりました。セグメント利益に

つきましては、産業機器の保守サービス売上が増加したことによる売上総利益の増加により、15億32百万円（前年

同期比10.9％増）となりました。

（注）各セグメント別の売上高は、外部顧客への売上高にセグメント間の内部売上高又は振替高を加算したものであり

ます。詳細は、「２. 四半期連結財務諸表及び主な注記（４)四半期連結財務諸表に関する注記事項（セグメント

情報等)」をご参照ください。
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（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年12月期の業績予想につきましては、コンスーマセグメントのレンズ交換式デジタルカメラやインクジェッ

トプリンターについて、高付加価値な製品の構成比が高まり、利益が当初計画を上回ったこと等を踏まえ修正いた

しました。

　なお、当業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断しており、潜在的なリスクや不確実性が含ま

れます。業績の実績は、今後の様々な要因の変化により、当業績予想と乖離する可能性があります。予想の修正が

必要な場合には速やかに公表いたします。

通期の連結業績予想数値の修正（2021年１月１日～2021年12月31日）

(単位：百万円)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に
帰属する
当期純利益

前回発表予想（Ａ） 567,000 34,000 34,800 23,500

今回修正予想（Ｂ） 567,000 35,000 35,800 24,200

増減額（Ｂ－Ａ） ― 1,000 1,000 700

増減率（％） ― 2.9 2.9 3.0

ご参考
前期実績（2020年12月期）

545,060 31,317 35,236 21,997
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 59,631 74,983

受取手形及び売掛金 105,328 86,006

有価証券 500 500

商品及び製品 27,091 28,757

仕掛品 103 163

原材料及び貯蔵品 631 559

短期貸付金 180,006 180,014

その他 7,122 7,504

貸倒引当金 △66 △31

流動資産合計 380,349 378,457

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 43,402 44,794

機械装置及び運搬具（純額） 87 82

工具、器具及び備品（純額） 3,004 3,039

レンタル資産（純額） 7,281 6,891

土地 28,359 28,359

リース資産（純額） 16 11

建設仮勘定 1,577 2,465

有形固定資産合計 83,729 85,643

無形固定資産

ソフトウエア 5,373 5,649

リース資産 1 0

施設利用権 294 303

その他 0 0

無形固定資産合計 5,669 5,953

投資その他の資産

投資有価証券 11,302 12,271

長期貸付金 35 25

退職給付に係る資産 415 414

繰延税金資産 19,219 19,004

差入保証金 3,427 3,228

その他 2,659 2,674

貸倒引当金 △205 △105

投資その他の資産合計 36,855 37,514

固定資産合計 126,255 129,111

資産合計 506,604 507,569
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 44,107 40,972

リース債務 54 51

未払費用 16,166 13,287

未払法人税等 7,004 7,384

未払消費税等 5,547 4,082

賞与引当金 5,664 4,775

役員賞与引当金 75 24

製品保証引当金 453 471

受注損失引当金 8 10

その他 29,356 28,924

流動負債合計 108,440 99,983

固定負債

リース債務 74 67

繰延税金負債 1 1

永年勤続慰労引当金 951 1,008

退職給付に係る負債 47,883 47,246

その他 3,139 2,775

固定負債合計 52,049 51,098

負債合計 160,490 151,082

純資産の部

株主資本

資本金 73,303 73,303

資本剰余金 82,814 82,824

利益剰余金 188,481 198,351

自己株式 △2,103 △2,091

株主資本合計 342,495 352,387

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,230 4,392

繰延ヘッジ損益 △29 12

為替換算調整勘定 5 74

退職給付に係る調整累計額 △1,243 △1,057

その他の包括利益累計額合計 2,962 3,421

非支配株主持分 655 678

純資産合計 346,114 356,487

負債純資産合計 506,604 507,569
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

(四半期連結損益計算書)

(第２四半期連結累計期間)

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年１月１日
　至 2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 262,593 275,149

売上原価 175,746 180,079

売上総利益 86,847 95,069

販売費及び一般管理費 73,707 74,483

営業利益 13,140 20,586

営業外収益

受取利息 118 135

受取配当金 105 119

受取保険金 450 495

投資事業組合運用益 61 187

雇用調整助成金 2,748 －

その他 159 130

営業外収益合計 3,642 1,069

営業外費用

支払利息 6 6

為替差損 8 37

その他 114 91

営業外費用合計 129 135

経常利益 16,653 21,520

特別利益

固定資産売却益 280 4

関係会社株式売却益 － 895

投資有価証券売却益 119 2

その他 20 1

特別利益合計 419 903

特別損失

固定資産除売却損 48 62

災害による損失 － 168

関係会社株式売却損 737 －

新型コロナウイルス感染症による損失 211 －

その他 4 －

特別損失合計 1,001 231

税金等調整前四半期純利益 16,071 22,192

法人税等 6,045 7,101

四半期純利益 10,026 15,091

非支配株主に帰属する四半期純利益 63 34

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,963 15,056
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(四半期連結包括利益計算書)

(第２四半期連結累計期間)

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年１月１日
　至 2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益 10,026 15,091

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △182 161

繰延ヘッジ損益 △13 42

為替換算調整勘定 △15 78

退職給付に係る調整額 948 186

その他の包括利益合計 735 468

四半期包括利益 10,762 15,559

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 10,701 15,515

非支配株主に係る四半期包括利益 60 44
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年１月１日
　至 2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 16,071 22,192

減価償却費 5,754 5,222

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △134

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,067 △212

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △7 △23

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,610 △873

受取利息及び受取配当金 △223 △254

支払利息 6 6

有形固定資産除売却損益（△は益） △236 52

投資有価証券売却損益（△は益） △119 △2

関係会社株式売却損益（△は益） 737 △895

投資事業組合運用損益（△は益） △61 △187

売上債権の増減額（△は増加） 29,175 19,318

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,094 △1,775

仕入債務の増減額（△は減少） △14,928 △3,129

その他 △11,778 △1,901

小計 30,162 37,401

利息及び配当金の受取額 221 254

利息の支払額 △6 △6

法人税等の支払額 △7,409 △6,800

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,968 30,848

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11,765 △9,610

有形固定資産の売却による収入 1,003 6

無形固定資産の取得による支出 △2,120 △967

投資有価証券の取得による支出 △248 △869

投資有価証券の売却による収入 272 388

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

828 1,062

短期貸付金の純増減額（△は増加） 0 2

その他 △55 △370

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,085 △10,357

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △40 △29

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △3,890 △5,183

非支配株主への配当金の支払額 △26 △21

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,958 △5,237

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42 97

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,882 15,351

現金及び現金同等物の期首残高 54,493 60,131

現金及び現金同等物の四半期末残高 61,376 75,483
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年１月１日 至 2020年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３コンスーマ

エンター
プライズ

エリア
プロフェッ
ショナル

売上高

外部顧客への売上高 50,217 87,970 106,439 16,330 1,634 262,593 ― 262,593

セグメント間の内部
売上高又は振替高

26 4,921 4,794 749 3,184 13,676 △13,676 ―

計 50,244 92,892 111,234 17,080 4,818 276,270 △13,676 262,593

セグメント利益又は
損失(△)

2,029 5,441 4,718 1,381 △437 13,133 6 13,140

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コールセンター及びBPOサービ

ス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．報告セグメント、その他の事業セグメントのセグメント利益又は損失(△)及び調整額の合計は、四半期連結

損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３コンスーマ

エンター
プライズ

エリア
プロフェッ
ショナル

売上高

外部顧客への売上高 61,209 86,721 110,517 15,392 1,308 275,149 ― 275,149

セグメント間の内部
売上高又は振替高

21 5,167 5,697 751 3,888 15,526 △15,526 ―

計 61,230 91,889 116,215 16,143 5,197 290,676 △15,526 275,149

セグメント利益又は
損失(△)

6,684 6,244 7,314 1,532 △1,216 20,558 28 20,586

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コールセンター及びBPOサービ

ス事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．報告セグメント、その他の事業セグメントのセグメント利益又は損失(△)及び調整額の合計は、四半期連結

損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　 （報告セグメントの変更）

第１四半期連結会計期間より、「エリア」セグメントにおいて中堅・準大手顧客向けに直販を行っていた組織

の一部を「エンタープライズ」セグメントに移管しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載

しております。

　




